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２０２６年度「学校安全緊急情報共有化広域ネットワーク」 

活用訓練結果を報告します 
～ 緊急情報のより迅速な伝達と安全確保体制の充実をめざして ～ 

 

県教育委員会では、２００５年１２月に「学校安全緊急情報共有化広域ネットワー

ク」を構築し、緊急情報の迅速かつ広域的な共有と地域ぐるみで子どもを守る体制づく

りを推進してきました。 

さらに、２００８年７月には、運用ガイドラインを策定し、伝達する情報の基準や伝

達範囲・方法を明確に示すとともに、市町村教育委員会を中心とした新たなネットワー

ク（以下、「市町村ネットワーク」という。）による運用を、同年９月から開始したとこ

ろです。 

去る５月２７日（水）に、この市町村ネットワークによる情報伝達の検証と、地域に

おける安全確保体制の更なる整備の促進をめざして「学校安全緊急情報共有化広域ネッ

トワーク」活用訓練を実施しました。この度、この訓練結果がまとまりましたので、お

知らせいたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「学校安全緊急情報共有化広域ネットワーク」 

（２００５年１２月、県教育委員会構築） 

● 不審者事件等が発生した場合に、通常の教育委員会の連絡体制

（県教委→市町村教委→各学校）に加え、市町村首長部局安全 

担当課を通じ、地域住民も含め、広域的かつ迅速に情報を提供 

するネットワークのこと。 

● 各学校では、この情報に基づき、児童生徒の安全確保体制  

（集団下校、注意喚起など）を図る。 

また学校から保護者や学校安全ボランティア（スクールガー

ド）に対し、市町村安全担当課から地域住民（地域防犯団体、  

自治会等）に対し情報が伝達されることにより、地域全体で幼児

児童生徒の登下校を見守る活動へと結びつけている。 

● ２００８年７月には、必要な情報がよりスムーズに伝達される

よう情報の基準と伝達範囲・方法を明確に示した「運用ガイドラ

イン」を策定し、学校安全ネットの充実を図った。 

みんなで見守ろう！ 
子どもたちの 

大切な命を 
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２０２６年度「学校安全緊急情報共有化広域ネットワーク」活用訓練結果 

 

１ 訓練の概要 

(1) 訓練の方法 

◇ ２０２６年５月２７日（水）午後１時ごろ、県内８警察署から８市町教育委員

会へ訓練緊急情報を発信。 

◇ 連絡を受けた８市町教育委員会は、市町ごとのネットワークにより、市町内全ての

学校や幼稚園・保育所、関係部局及び近隣の市町村教育委員会(※１)へ情報を発

信。 

春日井市 →６市町へ 日進市  →６市町へ 

扶桑町 →４市町へ 愛西市 →５市町へ 

大府市 →５市町へ 武豊町 →３市町へ 

碧南市 →４市へ 新城市 →７市町村へ 
※１ 市町教育委員会ごとに作成した、「市町村ネットワーク図」に記載された近隣

の市町村教育委員会 
 

◇ ８市町教育委員会から情報を受信した市町村教育委員会は、市町村内全ての学
校や幼稚園・保育所等、関係部局及び情報が届けられていない近隣市町村教育委
員会へ情報発信（→ これにより県内全ての市町村教育委員会が訓練情報を受信） 

 

(2) 訓練の対象校 ＊事後調査における有効回答数  

２，７０１校 

《県内の幼稚園・小学校・中学校・義務教育学校・高等学校・特別支援学校・保育所等》 

 

(3) 訓練の内容 

ア 市町村ネットワーク図に基づく情報伝達 

イ 学校等の実情に応じた行動訓練 

 

 

２ 訓練の結果 

(1) 情報受信時刻 

○ 学校(園)での情報受信時刻は、発信から平均約５７分後 

 

 (2) 情報伝達に合わせた訓練の実施状況 

○ 情報受信後に訓練を実施した学校(園)の割合は、６０％(１，６２１校・園) 

主な内容  ・教職員による校内外の巡回 

・校門の施錠 

・幼児児童生徒への下校時の注意喚起 

・保護者へのメール一斉配信訓練 
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(3) 成果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (4) 課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 昨年度の反省を活かし、電話連絡やＦＡＸを送る順番を見直したことで、

迅速に対応ができた。 

 携帯メール配信を行い、保護者そして地域ボランティアの方に協力してい

ただき、見守り活動を行うことができた。 

 ＦＡＸだけでなく、きずなネット（メール配信）、校務支援システムも活用

して行ったため、大きな時差がなく各学校へ情報伝達することができた。 

 メールでは、すぐに気付かない場合があるため、電話でメールをすぐ確認

する旨の連絡を入れることで、緊急情報に早く気付く学校もある。今後も

続けていきたい。 

 メール、ＦＡＸ、電話による複数媒体での情報伝達を行うことで、漏れな

く伝達ができた。 

 ＦＡＸ担当、アプリによる配信担当と、課内で役割を分担したことで、お

互いに責任を持って、スムーズに行うことができた。 

 ＦＡＸによる情報伝達は迅速さに欠ける一方で、メールについても即時に

確認されない場合があり、単一の手段では確実な情報伝達が困難であるこ

とから、電話等も含めた複数手段を組み合わせた運用が必要である。 

 担当者が不在の場合、これほどの作業をこなすことが難しいため、伝達方

法の簡略化やデジタル化の検討が必要。 

 ネットワーク図が理解しづらく、担当者の勘違いによって情報が届かない

施設が多くあった。 

 一部において、ＦＡＸやメールの確認の遅れ等により、情報伝達に時間を

要する場面が見られた。 

 ＦＡＸは最初に届いた学校と最後に届いた学校で、27分の差ができた。 

 事件発生から各園に情報が届くまでに２時間以上を要した。 

➢ 今後は、関係機関に対し、ネットワーク図の理解及び伝達方法の周知徹底を

図るとともに、ＦＡＸやメール単独に依存しない複数手段による情報伝達の

在り方について検討を進めるよう働きかける。あわせて、担当者不在時にも

対応できる体制づくりや伝達方法の簡略化・デジタル化を促し、より迅速で

確実な情報伝達につなげていく。引き続き、訓練を継続し、改善を図る。 
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 資 料 
◆ 学校（園）からの報告用紙の集計

幼 小 中
義務教育

学校
高・特 保育 国立 私立幼

私立

小･中･高
計

23 696 297 2 188 1272 9 159 55 2701

63 43 42 47 54 68 33 63 53 57

20 500 200 1 83 726 3 59 29 1621
87.0% 71.8% 67.3% 50.0% 44.1% 57.1% 33.3% 37.1% 52.7% 60.0%

3 196 97 1 78 534 6 85 11 1011
13.0% 28.2% 32.7% 50.0% 41.5% 42.0% 66.7% 53.5% 20.0% 37.4%

0 0 0 0 27 12 0 13 14 66
0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 14.4% 0.9% 0.0% 8.2% 25.5% 2.4%

23 696 297 2 188 1272 9 159 55 2701

18 369 157 1 32 642 2 49 18 1288

78.3% 53.0% 52.9% 50.0% 17.0% 50.5% 22.2% 30.8% 32.7% 47.7%
2 129 44 0 52 71 1 8 15 322

8.7% 18.5% 14.8% 0.0% 27.7% 5.6% 11.1% 5.0% 27.3% 11.9%
11 127 42 0 19 344 2 26 11 582

47.8% 18.2% 14.1% 0.0% 10.1% 27.0% 22.2% 16.4% 20.0% 21.5%
9 334 125 1 9 232 3 30 4 747

39.1% 48.0% 42.1% 50.0% 4.8% 18.2% 33.3% 18.9% 7.3% 27.7%
0 238 7 1 246

0.0% 34.2% 2.4% 50.0% 9.1%
0 159 19 0 0 5 0 2 0 185

0.0% 22.8% 6.4% 0.0% 0.0% 0.4% 0.0% 1.3% 0.0% 6.8%
0 13 4 0 1 9 0 1 0 28

0.0% 1.9% 1.3% 0.0% 0.5% 0.7% 0.0% 0.6% 0.0% 1.0%

18 338 146 1 33 652 2 50 13 1253
78.3% 48.6% 49.2% 50.0% 17.6% 51.3% 22.2% 31.4% 23.6% 46.4%

2 157 50 0 51 73 1 9 17 360
8.7% 22.6% 16.8% 0.0% 27.1% 5.7% 11.1% 5.7% 30.9% 13.3%

11 134 47 0 17 381 2 29 7 628
47.8% 19.3% 15.8% 0.0% 9.0% 30.0% 22.2% 18.2% 12.7% 23.3%

9 287 110 1 4 198 1 28 3 641
39.1% 41.2% 37.0% 50.0% 2.1% 15.6% 11.1% 17.6% 5.5% 23.7%

0 196 3 1 200
0.0% 28.2% 1.0% 50.0% 7.4%

0 132 11 0 0 1 0 2 0 146
0.0% 19.0% 3.7% 0.0% 0.0% 0.1% 0.0% 1.3% 0.0% 5.4%

0 12 2 0 0 6 0 1 1 22
0.0% 1.7% 0.7% 0.0% 0.0% 0.5% 0.0% 0.6% 1.8% 0.8%

19 428 165 1 78 685 2 54 25 1457
82.6% 61.5% 55.6% 50.0% 41.5% 53.9% 22.2% 34.0% 45.5% 53.9%

15 251 98 1 38 541 2 36 15 997
65.2% 36.1% 33.0% 50.0% 20.2% 42.5% 22.2% 22.6% 27.3% 36.9%

17 392 144 1 53 635 1 52 15 1310
73.9% 56.3% 48.5% 50.0% 28.2% 49.9% 11.1% 32.7% 27.3% 48.5%

11 178 54 0 19 312 2 17 6 599
47.8% 25.6% 18.2% 0.0% 10.1% 24.5% 22.2% 10.7% 10.9% 22.2%

1 41 15 0 0 65 1 3 2 128
4.3% 5.9% 5.1% 0.0% 0.0% 5.1% 11.1% 1.9% 3.6% 4.7%

〔学校数〕

訓練情報伝達までの平均時間(分）

Ａ

今回の訓練

に合わせた

防犯訓練等

の実施

①同時に実施

②別に実施予定

③今年度予定なし

〔対象数〕

Ｂ

訓練情報の

伝達対象

①全職員

②一部職員

③児童生徒等

④保護者

⑤ｽｸｰﾙｶﾞｰﾄﾞ

⑥地域の関係機関・防犯ﾎﾞ

ﾗﾝﾃｨｱ

⑦その他

Ｃ

防犯訓練等

の対象

①全職員

②一部職員

③幼児児童生徒

④保護者

⑤ｽｸｰﾙｶﾞｰﾄﾞ

⑥地域の関係機関・防犯ﾎﾞ

ﾗﾝﾃｨｱ

⑦その他

Ｄ

防犯訓練等

の内容

①校内巡回

②校外巡回

③閉門確認

④幼児児童生徒への安全

指導

⑤その他


